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２ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）
交付等状況報告の徹底について
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紙マニフェストの流れ
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マニフェスト交付等状況報告

当該年度の６月３０日までに

前年度の実績を報告
報 告 期 限

すべてのマニフェスト交付者

（排出事業者、２次ﾏﾆﾌｪｽﾄを交
付する処理業者）

報告対象事業者

注）電子マニフェストを利用している場合は、
報告の必要はありません。



トン／年で記入

許可番号は下６桁を記入

事業場毎に作成
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提出方法
○電子媒体で提出の場合
＜電子申請＞http://www.pref.aichi.jp/homu/denshishinsei/

報告先は、当該事業場を所管する県民事務所等の廃棄物担当課とな
ります。

○書類で提出の場合
下記の委託業者あて、1部郵送をお願いします。

電子媒体での提出にご協力ください！！

提出宛先：株式会社イープラネット
提出先住所：〒460-0022 名古屋市中区金山1-2-4 ＩＤエリアビル4F

問い合わせ先：0120-939-445（フリーダイアル）平日AM9時～PM5時まで
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電子マニフェストとは･･･
三者のネットワークで、マニフェスト情報を

電子化してやりとりします

電 子 情 報 送 受 信

●運搬・処分終了の通知
●報告期限切れ情報の通知
●マニフェスト情報の保存・管理

情報処理センター

排出事業者
又は

中間処理業者

（2次マニフェスト）

収集運搬

業者

中間処理業者
又は

最終処分業者

・廃棄物処理法第13条の2に基づき
環境大臣が全国で１つ指定

・平成10年12月から運用開始

電子マニフェストは事業者のマニフェスト事務の効率化を図るため制度化

※ 排出事業者、収集運搬業者、処分業者の三者の加入が必要

メリット
①事務処理の効率化
②法令遵守

（コンプライアンス）

③データの透明性

伝票の保存、マニフェスト報告が不要
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愛知県の電子マニフェスト普及状況
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報告様式等のご案内

ホームページ：http://www.pref.aichi.jp/kankyo/
「資源循環・廃棄物情報」 ⇒ 「産業廃棄物関係の届出様式」

報告様式等については、以下のアドレスからダウンロード等してご利用ください。

電子マニフェストの問い合わせ先

情報処理センターサポート：03-3668-6513 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.jwnet.or.jp/jwnet/
19
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ＰＣＢ分析補助金

分析費用の１／２を補助
補助限度額

一台当たり 最大 19,000円

（税抜き）

一事業所当たり 最大952,300円

（税抜き）

今年度が最後となる予定で
すので、活用をお願いしま
す。


